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○栃木市立小学校小規模特認校実施要綱 

平成２４年８月２７日 

教育委員会告示第２１号 

改正 平成２５年３月１５日教委告示第９号 

平成２７年３月２３日教委告示第１０号 

平成３０年９月２７日教委告示第１２号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、自然、歴史、文化その他の恵まれた地域の環境を生かし、特色ある教育活動を推

進している特定の小規模校において、教育を受けることを希望する保護者に対し、学校教育法施行令

（昭和２８年政令第３４０号）第８条及び栃木市立小中学校通学区域に関する規則（平成２２年栃木

市教育委員会規則第１７号。以下「規則」という。）第４条の規定に基づき、通学すべき小学校とし

て栃木市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が指定した栃木市立小学校（以下「小学校」と

いう。）を変更する制度（以下「小規模特認校制度」という。）に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

（小規模特認校） 

第２条 小規模特認校制度により児童を受け入れる小学校（以下「小規模特認校」という。）は、次の

とおりとする。 

(1) 大宮南小学校 

(2) 国府南小学校 

（平２５教委告示９・平２７教委告示１０・平３０教委告示１２・一部改正） 

（対象児童） 

第３条 小規模特認校に入学又は転入学をすることができる児童は、市内に住所を有する者で、次に掲

げるものとする。 

(1) 小学校に入学を予定している者 

(2) 小学校に在学している者 

（入学又は転入学の要件） 

第４条 小規模特認校への入学又は転入学を希望する保護者は、次に掲げる要件を満たすものとする。 

(1) 小規模特認校の教育、PTA活動等について十分に理解し、積極的に協力すること。 

(2) 保護者の責任と負担において、児童を通学させること。 

（受入れ人数） 

第５条 小規模特認校の受入れ人数は、児童の募集を行う小規模特認校に在学する児童数、実態等を勘

案し、毎年度、教育委員会が当該小規模特認校と協議の上、決定する。 

（受入れ時期及び期間） 

第６条 小規模特認校への入学又は転入学の時期は、原則として４月１日とする。ただし、教育委員会
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が認める場合は、この限りでない。 

２ 小規模特認校制度の在学期間は、原則として卒業までとする。 

３ 児童又は保護者の事情により小規模特認校への通学が困難になった場合は、教育委員会は、許可を

取り消し、規則第３条第１項の規定により通学すべき小学校を指定するものとする。 

（補則） 

第７条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２４年９月１日から施行し、平成２５年４月１日以後に通学する児童から適用する。 

附 則（平成２５年教委告示第９号） 

この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年教委告示第１０号） 

この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年教委告示第１２号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の栃木市立小学校小規模特認校実施要綱の規定は、この告示の施行の日以後

に通学を開始する児童から適用し、同日前に通学している者については、なお従前の例による。 

 


